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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
 バクテリアおよび該バクテリアから産生され、該バクテリアに連なるセルロースを含む
産生物をアルカリ処理してバクテリアを溶解除去した、平均繊維径が４～２００ｎｍの離
解処理されていない三次元交差構造体をなしているバクテリアセルロースであって、嵩密
度１．２ｋｇ／ｍ３であり、ＪＩＳ　Ｐ　８１１７に規定されている方法に従って測定し
た透気度が厚み４０μｍにおいて１００００ｓｅｃ／１００ｃｃ以上であるシート状のバ
クテリアセルロースに、マトリクス材料からなる含浸用液状物を含浸させてなる繊維強化
複合材料からなる透明基板と、該透明基板上に形成されたコアとを有する低熱膨張性光導
波路フィルムであって、
 前記繊維強化複合材料は、５０μｍ厚換算において波長３５０ｎｍ～２μｍの光線透過
率が６０％以上であることを特徴とする低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項２】
 前記透明基板の一方の面にコアが直接形成されてなることを特徴とする請求項１に記載
の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項３】
 前記透明基板と積層したクラッド内に埋め込まれたコアが形成されてなることを特徴と
する請求項１に記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項４】
 前記セルロース繊維は化学修飾および／または物理修飾されたものであることを特徴と
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する請求項１ないし３のいずれか１項に記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項５】
 前記セルロース繊維はアセチル化および／またはメタクロイル化されていることを特徴
とする請求項４に記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項６】
 前記繊維強化複合材料における前記繊維の含有率が１０重量％以上であることを特徴と
する請求項１に記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項７】
 前記マトリクス材料は有機高分子、無機高分子、または有機高分子と無機高分子とのハ
イブリッド高分子であることを特徴とする請求項１に記載の低熱膨張性光導波路フィルム
。
【請求項８】
 前記マトリクス材料は合成高分子であることを特徴とする請求項１に記載の低熱膨張性
光導波路フィルム。
【請求項９】
 前記マトリクス材料は結晶化度が１０％以下、かつ、ガラス転移温度が１１０℃以上の
合成樹脂であることを特徴とする請求項１に記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項１０】
 前記繊維強化複合材料の線熱膨張係数が０．０５×１０－５～５×１０－５Ｋ－１であ
ることを特徴とする請求項１に記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項１１】
 前記繊維強化複合材料の曲げ強度が３０ＭＰａ以上であることを特徴とする請求項１に
記載の低熱膨張性光導波路フィルム。
【請求項１２】
 前記繊維強化複合材料の比重が１．０～２．５であることを特徴とする請求項１に記載
の低熱膨張性光導波路フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は繊維強化複合材料を用いてなる低熱膨張性光導波路フィルムに関する。詳しく
は、本発明は、繊維にマトリクス材料を含浸させてなる高透明性の繊維強化複合材料から
なる基板を用いた低熱膨張性光導波路フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　光通信分野などで使用される光導波路は、一般的に、基板上にコアが形成され、さらに
はコアを覆うようにクラッドが形成されてなるものである。
【０００３】
　このような光導波路の中でも、特許文献１や特許文献２などには、基板が樹脂からなる
ものが開示されている。
【特許文献１】特開２００４－１９１４１４号公報
【特許文献２】特開２００３－３２２７３８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　特許文献１や特許文献２などに開示されている光導波路は、樹脂からなる基板の線熱膨
張係数の温度依存性が大きいため、光導波回路基板自体が温度変化に対して伸び縮みし、
光信号の入出射位置の位置ずれや、反り、形状変化が起こり易いという問題や、温度条件
によって光の伝送特性が変化し、安定な伝送特性が得られないという問題があった。
【０００５】
　そこで、線熱膨張係数を低減するために、ガラス繊維強化樹脂などの線熱膨張係数の小
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さい無機ガラス材料などからなる補強材料とした基板を用いて光導波回路基板を作製する
ことや、低線熱膨張係数材料と樹脂との積層基板などが考えられる。しかし、ガラス繊維
強化樹脂などの場合、ガラス繊維材料は通常その太さが数μｍ以上と大きく、充填する樹
脂材料との屈折率差により光の反射や散乱が大きいため、光透過性が低くなってしまう。
また、低線熱膨張係数材料と樹脂との積層基板の場合は、界面で材料特性が明確に変わる
ため、低線熱膨張係数材料部分と光導波路部分の線熱膨張係数差で界面に歪みや応力集中
が起こり、破損や界面剥離が起こったり、応力による光弾性効果により光導波回路の伝送
特性の変化が起こる。
【０００６】
　したがって、線熱膨張係数が小さく、かつ、透明性に優れる光導波回路用の透明基材の
開発が望まれている。
【０００７】
　本発明は、前記事情に鑑みてなされたもので、線熱膨張係数が小さく、かつ、透明性に
優れる光導波回路用の透明基材を用いた低熱膨張性光導波路フィルムを提供することを目
的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
 本発明の低熱膨張性光導波路フィルムは、バクテリアおよび該バクテリアから産生され
、該バクテリアに連なるセルロースを含む産生物をアルカリ処理してバクテリアを溶解除
去した、平均繊維径が４～２００ｎｍの離解処理されていない三次元交差構造体をなして
いるバクテリアセルロースであって、嵩密度１．２ｋｇ／ｍ３であり、ＪＩＳ　Ｐ　８１
１７に規定されている方法に従って測定した透気度が厚み４０μｍにおいて１００００ｓ
ｅｃ／１００ｃｃ以上であるシート状のバクテリアセルロースに、マトリクス材料からな
る含浸用液状物を含浸させてなる繊維強化複合材料からなる透明基板と、該透明基板上に
形成されたコアとを有する低熱膨張性光導波路フィルムであって、前記繊維強化複合材料
は、５０μｍ厚換算において波長３５０ｎｍ～２μｍの光線透過率が６０％以上であるこ
とを特徴とする。
【０００９】
　前記透明基板の一方の面にコアが直接形成されてなることが好ましい。
　前記透明基板と積層したクラッド内に埋め込まれたコアが形成されてなることが好まし
い。
【００１０】
 前記セルロース繊維は化学修飾および／または物理修飾されたものであることが好まし
い。
 前記セルロース繊維はアセチル化および／またはメタクロイル化されていることが好ま
しい
【００１１】
 前記繊維強化複合材料における前記繊維の含有率が１０重量％以上であることが好まし
い。
【００１２】
 前記マトリクス材料は有機高分子、無機高分子、または有機高分子と無機高分子とのハ
イブリッド高分子であることが好ましい。
【００１３】
 前記マトリクス材料は合成高分子であることが好ましい。
 前記マトリクス材料は結晶化度が１０％以下、かつ、ガラス転移温度が１１０℃以上の
合成樹脂であることが好ましい。
【００１４】
　前記繊維強化複合材料の線熱膨張係数が０．０５×１０－５～５×１０－５Ｋ－１であ
ることが好ましい。
　前記繊維強化複合材料の曲げ強度が３０ＭＰａ以上であることが好ましい。
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　前記繊維強化複合材料の比重が１．０～２．５であることが好ましい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の低熱膨張性光導波路フィルムによれば、繊維強化複合材料からなる透明基板を
用いることにより、その低熱膨張性（線熱膨張係数が０．０５×１０－５～５×１０－５

Ｋ－１）と高光透過性（５０μｍ厚換算における波長３５０ｎｍ～２μｍの光線透過率が
６０％以上）に基づいて、光導波回路基板の実装時に、次のような優れた効果が奏される
。
　すなわち、透明基板の優れた光透過性により、コア内の光を、透明基板を透過させ、取
り出し、あるいは反対に透明基板を透過させた光をコアに入射させる際、透明基板内に高
い光透過率で光を透過させることができ、透明基板を透過することによる光量の減衰を抑
えることができる。
　また、透明基板の低熱膨張性により、透明基板の面方向の熱膨張を抑制することができ
、温度変化に伴う光結合位置の位置ずれを防止して、光信号を確実に送受信することがで
きるようになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明を実施した低熱膨張性光導波路フィルムについて、図面を参照して詳細に
説明する。
【００１７】
　本発明の低熱膨張性光導波路フィルムは、繊維強化複合材料からなる透明基板と、この
透明基板上に形成されたコアとから概略構成されており、好ましくは透明基板上に直接コ
アが形成されてなり、必要に応じて、透明基板と積層したクラッドに埋め込まれたコアが
形成されてなるものである。なお、本発明の低熱膨張性光導波路フィルムでは、繊維強化
複合材料からなる透明基板が下部クラッド層をなし、透明基板上に設けられたコアを覆う
クラッドが上部クラッド層をなしている。
【００１８】
　図１（ａ）～図１（ｅ）は本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの実施の形態を示す概
略断面（光の進行方向に直交する断面）図である。
【００１９】
　本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの構造には特に制限がなく、例えば、図１（ａ）
に示すように、繊維強化複合材料からなる透明基板１上にスラブ型のコア２Ａが設けられ
たスラブ型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ａが挙げられる。また、図１（ｂ）に示すよ
うに、繊維強化複合材料からなる透明基板１上にリッジ（リブ型）のコア２Ｂが設けられ
たリッジ（リブ）型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｂが挙げられる。また、図１（ｃ）
に示すように、リッジ（リブ）型低熱膨張性光導波路フィルムにさらにコア２Ｂを覆うク
ラッド３が設けられた埋め込み型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｃが挙げられる。また
、図１（ｄ）に示すように、透明基板１の一方の面にコア２Ｂとクラッド３を二層に積層
した片側積層構造の低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｄが挙げられる。さらに、図１（ｅ
）に示すように、透明基板１の両面に各々コア２Ｂとクラッド３を設けた両面（表裏面）
積層構造の低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｅが挙げられる。
【００２０】
　透明基板１をなす繊維強化複合材料は、繊維およびマトリクス材料を含み、５０μｍ厚
換算における波長３５０ｎｍ～２μｍの光線透過率が６０％以上である。
　ここで、光波長帯としては、ＬＤやＬＥＤなどの固体レーザ、さらには色素レーザやガ
スレーザなどを光源として用いることが可能であるため、可視光域および近赤外光域の３
５０ｎｍ～２μｍでの使用が可能である。
　可視光域の光波長を利用する場合には、３８０ｎｍ～７８０ｎｍにおける光透過性が優
れた材料を利用することが望ましい。
　また、光ファイバ通信、長距離通信、データ通信などとの波長の整合をとる場合には、
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７５０ｎｍ～１．７μｍの光波長における光透過性が高い材料の方が望ましい。
　特に、近距離データの光通信などとの整合をとる場合には、７８０ｎｍ付近および８２
０ｎｍ～８６０ｎｍの光波長域を使用することが、石英系光ファイバ通信、長距離光通信
などとの整合をとる場合には、１．３μｍ付近と１．５５μｍ付近の波長帯を使用するこ
とが望ましい。
【００２１】
　繊維強化複合材料に含まれる繊維は、単繊維が引き揃えられることなく、かつ相互間に
マトリクス材料が入り込むように十分に離隔して存在するものであってもよい。この場合
、繊維の平均径（以下、「平均繊維径」と称することもある。）は単繊維の平均径となる
。また、この繊維は、複数（多数であってもよい）本の単繊維が束状に集合して１本の糸
条を構成しているものであってもよい。この場合、平均繊維径は１本の糸条の径の平均値
として定義される。後述するバクテリアセルロースは、後者の糸条よりなるものである。
【００２２】
　繊維強化複合材料に含まれる繊維の平均径（平均繊維径）は４～２００ｎｍであり、好
ましくは４～１００ｎｍであり、より好ましくは４～６０ｎｍである。
　平均繊維径が２００ｎｍを超えると、可視光の波長に近づき、マトリクス材料との界面
で可視光の屈折が生じ易くなり、この繊維強化複合材料からなる透明基板を低熱膨張性光
導波路フィルムの基板として適用し難くなる。一方、平均繊維径が４ｎｍ未満の繊維は製
造が困難である。本発明で用いられる繊維として好適な後述のバクテリアセルロースの単
繊維径は４ｎｍ程度である。
【００２３】
　なお、繊維強化複合材料に含まれる繊維は、平均繊維径が４～２００ｎｍの範囲外の繊
維を含んでもよいが、その割合は繊維全体量の３０重量％以下であることが好ましい。繊
維強化複合材料に含まれる全ての繊維の繊維径は２００ｎｍ以下、特に１００ｎｍ以下、
とりわけ６０ｎｍ以下であることが望ましい。
【００２４】
　繊維の長さについては特に限定されないが、平均長さで１００ｎｍ以上が好ましい。繊
維の平均長さが１００ｎｍ未満では、繊維による補強効果が低く、繊維強化複合材料の強
度が不十分となるおそれがある。繊維中には繊維長さ１００ｎｍ未満のものが含まれてい
てもよいが、その割合は繊維全体量の３０重量％以下であることが好ましい。
【００２５】
　上述のような繊維としては、セルロース繊維が好ましい。セルロース繊維を用いると、
後述するように、得られる繊維強化複合材料の線熱膨張係数をより小さくすることができ
るので好ましい。
【００２６】
　セルロース繊維とは、植物細胞壁の基本骨格などを構成するセルロースのミクロフィブ
リル、または、これを構成する繊維のことである。また、セルロース繊維は、通常、繊維
径４ｎｍ程度の単位繊維の集合体である。本発明では、このようなセルロース繊維の中で
も、結晶構造を４０％以上含有するものが、繊維強化複合材料の強度を十分に高くし、線
熱膨張係数をより小さくする上で好ましい。
【００２７】
　本発明で用いられるセルロース繊維としては、植物から分離されたもの、バクテリアか
ら産生されるバクテリアセルロースなどが挙げられるが、これらの中でもバクテリアセル
ロースが好ましい。バクテリアセルロースは、産生物を水洗、またはアルカリ処理して、
バクテリアを溶解除去することによって得られるものである。バクテリアセルロースの中
でも、後述する離解処理がなされていないバクテリアセルロースは、５０μｍ厚換算にお
ける波長３５０ｎｍ～２μｍの光線透過率が６０％以上の単位繊維の集合体からなるセル
ロース繊維を得る上で好適である。
【００２８】
　地球上においてセルロースを産生し得る生物は、植物界は言うに及ばず、動物界ではホ
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ヤ類、原生生物界では各種藻類、卵菌類、粘菌類などに分布しており、また、モネラ界で
は藍藻および酢酸菌、土壌細菌の一部に分布している。現在のところ、菌界（真菌類）に
はセルロース産生能は確認されていない。これらの中でも酢酸菌としては、アセトバクタ
ー（Ａｃｅｔｏｂａｃｔｅｒ）属などが挙げられ、より具体的には、アセトバクターアセ
チ（Ａｃｅｔｏｂａｃｔｅｒａｃｅｔｉ）、アセトバクターサブスピーシーズ（Ａｃｅｔ
ｏｂａｃｔｅｒ　ｓｕｂｓｐ．）、アセトバクターキシリナム（Ａｃｅｔｏｂａｃｔｅｒ
　ｘｙｌｉｎｕｍ）などが挙げられるが、これらに限定されるものではない。
【００２９】
　このようなバクテリアを培養することにより、バクテリアからセルロース（バクテリア
セルロース）が産生される。得られた産生物は、バクテリア、および、このバクテリアか
ら産生されて、このバクテリアに連なるセルロース（バクテリアセルロース）を含むもの
である。そこで、この産生物を培地から取り出し、産生物を水洗、またはアルカリ処理し
てバクテリアを除去することにより、バクテリアを含まない含水バクテリアセルロースが
得られる。さらに、この含水バクテリアセルロースから水分を除去することにより、バク
テリアセルロースが得られる。
【００３０】
　上記のようなバクテリアを培養するために用いられる培地としては、寒天状の固体培地
や、液体培地（培養液）が挙げられる。培養液としては、例えば、ココナッツミルク（全
窒素分０．７重量％、脂質２８重量％）７重量％、および、ショ糖８重量％を含有し、酢
酸によりｐＨを３．０に調整した培養液（以下、「ココナッツミルク培養液」と称するこ
ともある。）や、グルコース２重量％、バクトイーストエクストラ０．５重量％、バクト
ペプトン０．５重量％、リン酸水素ニナトリウム０．２７重量％、クエン酸０．１１５重
量％、および、硫酸マグネシウム七水和物０．１重量％を含有し、塩酸によりｐＨを５．
０に調整した水溶液（以下、「ＳＨ培養液」と称することもある。）などが挙げられる。
【００３１】
 バクテリアの培養方法としては、例えば、二つの方法が挙げられる。
 第一の方法では、まず、ココナッツミルク培養液に、アセトバクターキシリナム（Ａｃ
ｅｔｏｂａｃｔｅｒ　ｘｙｌｉｎｕｍ）ＦＦ－８８などの酢酸菌を植菌し、３０℃にて、
５日間、静置培養して、一次培養液を得る。次いで、得られた一次培養液のゲル分を取り
除いた後、液体部分を、再びココナッツミルク培養液に５重量％の割合で加え、３０℃に
て、１０日間、静置培養して、二次培養液を得る。この二次培養液には、約１重量％のセ
ルロース繊維が含まれている。
【００３２】
 第二の方法では、まず、凍結乾燥保存状態の酢酸菌の菌株にＳＨ培養液を加え、２５～
３０℃にて、１週間、静置培養する。培養液の表面にはバクテリアセルロースが生成する
が、これらのうち、厚みが比較的厚いものを選択し、その株の培養液を少量分取して新し
いＳＨ培養液に加える。そして、このバクテリアセルロースの株を加えたＳＨ培養液を大
型培養器に入れ、２５～３０℃にて、７～３０日間、静地培養する。バクテリアセルロー
スは、このように、「既存の培養液の一部を新しい培養液に加え、約７～３０日間、静置
培養する」ことの繰り返しにより得られる。
【００３３】
 菌がセルロースを作り難いなどの不具合が生じた場合には、以下の手順に従って、バク
テリアを培養する。
 まず、培養液に寒天を加えて調製した寒天培地上に、菌培養中の培養液を少量撒き、1週
間ほど放置してコロニーを形成させる。それぞれのコロニーを観察して、比較的セルロー
スをよく産生するようなコロニーを寒天培地から取り出し、取り出したコロニーを新しい
培養液に投入し、培養する。
【００３４】
 このようにして産生させたバクテリアセルロースを培養液から取り出した後、バクテリ
アセルロース中に残存するバクテリアを除去する。バクテリアセルロース中に残存するバ
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クテリアを除去する方法としては、水洗またはアルカリ処理が用いられる。バクテリアセ
ルロース中に残存するバクテリアを溶解除去するためのアルカリ処理としては、培養液か
ら取り出したバクテリアセルロースを０．０１～１０重量％程度のアルカリ水溶液に１時
間以上注加する方法が用いられる。アルカリ処理を施した場合には、アルカリ水溶液から
バクテリアセルロースを取り出した後、十分水洗して、アルカリ水溶液を除去する。
【００３５】
 このようにして産生されたバクテリアセルロースは水分を含んでおり、通常、含水率が
９５～９９．９重量％である。そこで、次いで、このバクテリアセルロースの水分を除去
する。
【００３６】
 水分を含むバクテリアセルロースの水分除去法としては、特に限定されないが、放置や
コールドプレスなどにより、まず水をある程度抜いた後、そのまま放置するか、または、
ホットプレスなどにより残存している水を完全に除去する方法、コールドプレスした後、
乾焼機により乾燥するか、または、自然乾燥させて水を除去する方法などが挙げられる。
【００３７】
 水分を含むバクテリアセルロースの水をある程度抜く方法として用いられる放置とは、
水分を含むバクテリアセルロースをそのまま放置して、時間をかけて水を徐々に揮発させ
る方法のことである。
【００３８】
 水分を含むバクテリアセルロースの水をある程度抜く方法として用いられるコールドプ
レスとは、水分を含むバクテリアセルロースに熱を加えずに圧力のみを加えて、水分を含
むバクテリアセルロースの水を抜き出す方法のことであり、ある程度までの水を絞り出す
ことができる。このコールドプレスにおいて、水分を含むバクテリアセルロースに加えら
れる圧力は、０．０１ＭＰａ～１０ＭＰａが好ましく、０．１ＭＰａ～３ＭＰａがより好
ましい。圧力が０．０１ＭＰａ未満では、水の残存量が多くなる傾向がある。一方、圧力
が１０ＭＰａを超えると、得られるバクテリアセルロースが破壊されることがある。コー
ルドプレスを行う温度は特に限定されないが、操作の便宜上、常温が好ましい。
【００３９】
 バクテリアセルロースに残存している水を完全に除去する方法として用いられる放置は
、時間をかけてバクテリアセルロースを乾燥させる方法である。
【００４０】
 バクテリアセルロースに残存している水を完全に除去する方法として用いられるホット
プレスは、熱を加えながら圧力を加えることにより、バクテリアセルロースから水を抜き
出す方法であり、残存している水を完全に除去することができる。このホットプレスにお
いて、バクテリアセルロースに加えられる圧力は、０．０１ＭＰａ～１０ＭＰａが好まし
く、０．２ＭＰａ～３ＭＰａがより好ましい。圧力が０．０１ＭＰａ未満では、水を除去
できなくなる場合がある。一方、圧力が１０ＭＰａを超えると、得られるバクテリアセル
ロースが破壊されることがある。また、ホットプレスを行う温度は１００～３００℃が好
ましく、１１０～２００℃がより好ましい。温度が１００℃未満では、水の除去に時間を
要する。一方、温度が３００℃を超えると、バクテリアセルロースの分解などが生じるお
それがある。
【００４１】
 乾燥機によりバクテリアセルロースを乾燥する温度（以下、「乾燥温度」と略す。）は
、１００～３００℃が好ましく、１１０～２００℃がより好ましい。乾燥温度が１００℃
未満では、水の除去ができなくなる場合がある。一方、乾燥温度が３００℃を超えると、
セルロース繊維の分解などが生じるおそれがある。
【００４２】
 このようにして得られるバクテリアセルロースは、その培養条件やその後の水分除去時
の加圧、加熱条件などによっても異なるが、通常、嵩密度１．１～１．３ｋｇ／ｍ３程度
、厚み４０μｍ～６０μｍ程度のシート状（以下、「ＢＣシート」と称すことがある。）
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をなしている。
【００４３】
 繊維強化複合材料は、上記のような１枚のＢＣシート、または、積層した複数枚（二枚
以上）のＢＣシートに、マトリクス材料からなる含浸用液状物を含浸させてなるものでる
。
【００４４】
 本発明で用いられるバクテリアセルロースは、嵩密度１．２ｋｇ／ｍ３、かつ、厚み４
０μｍのシート状物について、ＪＩＳ　Ｐ　８１１７に規定されている方法に従って測定
した透気度が８００００ｓｅｃ／１００ｃｃ以上であることが好ましく、１００００ｓｅ
ｃ／１００ｃｃ以上であることが特に好ましく、１５０００ｓｅｃ／１００ｃｃ以上であ
ることがとりわけ好ましい。透気度が上記の範囲内にあるＢＣシートは、繊維強化複合材
料の透明性を高める。
【００４５】
 ところで、バクテリアセルロースと樹脂を複合化して複合材料を形成する場合には、バ
クテリアセルロース含有産生物を離解して用いるが、バクテリアセルロースを離解して得
られるシートについて、上記と同様にして測定した透気度は、４５００ｓｅｃ／１００ｃ
ｃ程度と低い。これは、離解によりバクテリアセルロースの単繊維に剪断力が加えられ、
バクテリアセルロース単繊維が互いに密着したり絡まり合ったりすることにより、バクテ
リアセルロースのネットワーク構造が粗大化したことによるものである。このように透気
度が低く、ネットワーク構造の粗いＢＣシートを繊維強化複合材料に適用すると、繊維強
化複合材料の強度および透光性が不十分となる。
【００４６】
 一方、本発明で用いられるバクテリアセルロースは、離解処理が施されていない。この
ように離解処理が施されていないことから、本発明で用いられるバクテリアセルロースは
、三次元交差構造をなすものとなる（以下、三次元交差構造をなすバクテリアセルロース
を「三次元交差バクテリアセルロース構造体」と称することがある。）。この「三次元交
差バクテリアセルロース構造体」とは、バクテリアセルロースが三次元的な交差構造をと
ることにより嵩高（スカスカ）の状態ではあるが一つの構造体として扱えるようになって
いる物体」を意味している。
【００４７】
 三次元交差バクテリアセルロース構造体は、バクテリアがセルロースを産生（排出）し
ながらランダムに動き回ることによりセルロースが複雑に（三次元的に）交差している構
造をなしている。この複雑な交差は、バクテリアが分裂してセルロースが分岐することに
より、さらに複雑化する。
【００４８】
 三次元交差バクテリアセルロース構造体は、セルロース繊維を産生するバクテリアを上
述のように、培養液で培養することにより形成される。三次元交差バクテリアセルロース
構造体は、適当な形状、例えば、フィルム状、板状、ブロック状、所定の形状（例えばレ
ンズ状）などの形状に従って形成される。このようにすれば、目的に応じて、任意の形状
の三次元交差バクテリアセルロース構造体を得ることができる。
【００４９】
 三次元交差バクテリアセルロース構造体は培養後、上述したようにバクテリアを除去す
るために水洗やアルカリ処理などの洗浄処理が施されるが、これらの処理によって、三次
元交差構造をなすバクテリアセルロースは、その三次元交差構造が崩れることがない。ま
た、三次元交差バクテリアセルロース構造体を圧縮するなどして、バクテリアセルロース
に含まれる水分を除去しても、この三次元交差構造は保たれることが確認されている。
【００５０】
 繊維強化複合材料の強度、透明性などは、バクテリアセルロースの三次元交差構造が保
たれている場合に特に効果的に発揮される。すなわち、バクテリアセルロースが三次元交
差バクテリアセルロース構造体をなしていることにより、繊維強化複合材料の強度、透明
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性などは、上述のように高くなる。
【００５１】
 ところで、この三次元交差バクテリアセルロース構造体を、より一層細くするために、
この三次元交差バクテリアセルロース構造体が解離処理や解繊処理などと呼ばれる工程、
すなわち、乳鉢と乳棒、すり鉢、ひき臼などによりすりつぶす工程を経ると、三次元交差
バクテリアセルロース構造体は、三次元交差構造が破壊されて、セルロース繊維が短く引
きちぎられ、その短繊維が毛玉状やフィルム状に集合（凝集）してしまう。その結果、こ
のようなバクテリアセルロースは、ナノサイズ（ナノオーダー）のセルロース繊維からな
る三次元交差バクテリアセルロース構造体とは全く異なる性状、形態のものとなる。した
がって、本発明では、三次元交差バクテリアセルロース構造体に解離処理や解繊処理など
を施すことは好ましくない。
【００５２】
 本発明では、セルロース繊維としては、上述のようなバクテリアセルロースを用いるこ
とが好ましいが、海草やホヤの被嚢、植物細胞壁などに、叩解・粉砕などの処理、高温高
圧水蒸気処理、リン酸塩などを用いた処理などを施したセルロース繊維を用いてもよい。
【００５３】
 上記の叩解・粉砕などの処理は、リグニンなどを除去した植物細胞壁、あるいは、海草
やホヤの被嚢に、直接、力を加え、叩解や粉砕を行い、これらを形成する繊維をバラバラ
にし、セルロース繊維を得る処理法である。
【００５４】
 より具体的には、叩解・粉砕などの処理は、パルプなどを高圧ホモジナイザーで処理し
て、平均繊維径０．１μｍ～１０μｍ程度にミクロフィブリル化したミクロフィブリル化
セルロース繊維（以下、「ＭＦＣ」と略記する。）を０．１～３重量％程度の水懸濁液と
し、さらにグラインダーなどで繰り返し磨砕処理または融砕処理して、平均繊維径１０ｎ
ｍ～１００ｎｍ程度のナノオーダーのＭＦＣ（以下、「Ｎａｎｏ　ＭＦＣ」と略記する。
）を得ることができる。このＮａｎｏ　ＭＦＣを０．０１～１重量％程度の水懸濁液とし
、これを濾過することによりシート化し、繊維強化複合材料に適用される。
【００５５】
 上記の磨砕処理または融砕処理は、例えば、栗田機械製作所製グラインダー「ピュアフ
ァインミル」などを用いて行うことができる。
【００５６】
 このグラインダーは、上下二枚のグラインダーの間隙を原料が通過するときに発生する
衝撃、遠心力、剪断力により、原料を超微粒子に粉砕する石臼式粉砕機である。このグラ
インダーは、剪断、磨砕、微粒化、分散、乳化、フィブリル化を同時に行うことができる
。
【００５７】
 磨砕処理または融砕処理は、増幸産業（株）製超微粒磨砕機「スーパーマスコロイダー
」を用いて行うこともできる。スーパーマスコロイダーは、間隔を自由に調整できる２つ
の無気孔砥石が上下に組み合わされてなる石臼形式の超微粒磨砕機であり、上部砥石は固
定されており、下部砥石が高速回転するようになっている。このスーパーマスコロイダー
では、ホッパーに投入された原料が遠心力によって上部砥石と下部砥石の間隙に送り込ま
れ、そこで生じる強大な圧縮、剪断、転がり摩擦力などにより、原料が次第にすり潰され
、超微粒化される。このスーパーマスコロイダーによれば、単なる粉砕の域を越えて、原
料を融けるように超微粒化することができる。
【００５８】
 上記の高温高圧水蒸気処理は、リグニンなどを除去した植物細胞壁、あるいは、海草や
ホヤの被嚢を高温高圧水蒸気に曝すことにより、これらを形成する繊維をバラバラにし、
セルロース繊維を得る処理法である。
【００５９】
 上記のリン酸塩などを用いた処理は、海草やホヤの被嚢、植物細胞壁などの表面をリン



(10) JP 4743749 B2 2011.8.10

10

20

30

40

50

酸エステル化することにより、セルロース繊維間の結合力を弱めた後、リファイナー処理
を施すことにより、繊維をバラバラにし、セルロース繊維を得る処理法である。具体的に
は、例えば、リグニンなどを除去した植物細胞壁、あるいは、海草やホヤの被嚢を、尿素
を５０重量％と、リン酸を３２重量％とを含む溶液に浸漬し、６０℃にて、この溶液をセ
ルロース繊維間に十分に染み込ませた後、１８０℃に加熱してリン酸化を進める。次いで
、これを水洗した後、３重量％の塩酸水溶液中、６０℃にて、２時間、加水分解処理をし
て、再度水洗する。その後、３重量％の炭酸ナトリウム水溶液中において、室温にて、２
０分間程処理することにより、リン酸化を完了させる。そして、このリン酸化した処理物
をリフアイナーで解繊することにより、セルロース繊維が得られる。
【００６０】
 本発明で用いられるセルロース繊維は、上述のようなセルロース繊維を化学修飾または
物理修飾のいずれか一方、あるいは、化学修飾および物理修飾して機能性を高めたもので
あってもよい。
 化学修飾としては、エーテル化、エステル化、イソシアネート化などによって、アセチ
ル基、メタクリロイル基、プロパノイル基、ブタノイル基、ｉｓｏ－ブタノイル基、ノナ
ノイル基、デカノイル基、ウンデカノイル基、ドデカノイル基、ミリストイル基、パルミ
トイル基、ステアロイル基、ピパロイル基、２－メタクリロイルオキシエチルイソシアノ
イル基、メチル基、エチル基、プロピル基、ｉｓｏ－プロピル基、ブチル基、ｔｅｒｔ－
ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、ノニル基、デシル基、ウ
ンデシル基、ドデシル基、ミリスチル基、パルミチル基、ステアリル基などを付加させる
ことなどが挙げられる。化学修飾の方法としては、例えば、ＢＣシート、あるいは、Ｎａ
ｎｏ　ＭＦＣシートを無水酢酸中に浸漬して加熱し、アセチル化する方法が挙げられる。
このように、ＢＣシート、あるいは、Ｎａｎｏ　ＭＦＣシートをアセチル化することによ
り、光線透過率を低下させることなく、これらのシートの吸水性の低下、耐熱性の向上を
図ることができる。
【００６１】
 物理修飾としては、金属やセラミック原料を、真空蒸着、イオンプレーティング、スパ
ッタリングなどの物理蒸着法（ＰＶＤ法）、化学蒸着法（ＣＶＤ法）、無電解メッキや電
解メッキなどのメッキ法などにより表面被覆させる方法が挙げられる。
【００６２】
 本発明では、上述した様々な種類の繊維強化複合材料の繊維が単独で用いられてもよく
、２種以上が併用されてもよい。
【００６３】
 繊維強化複合材料における繊維の含有率は、１０重量％以上であることが好ましく、３
０重量％以上であることが特に好ましく、５０重量％以上であることがとりわけ好ましく
、かつ、９９重量％以下であることが好ましく、９５重量％以下であることが特に好まし
い。繊維強化複合材料における繊維の含有率が上記範囲内であれば、セルロース繊維など
の繊維による繊維強化複合材料の曲げ強度および曲げ弾性率の向上、または、線熱膨張係
数の低減の効果が十分となるとともに、マトリクス材料による繊維間の接着、または、繊
維間の空間の充填が十分となり、繊維強化複合材料の強度や透明性、表面の平坦性が向上
する。
【００６４】
 繊維強化複合材料をなすマトリクス材料としては、有機高分子、無機高分子、または有
機高分子と無機高分子とのハイブリッド高分子などの１種、または、２種以上が好適に用
いられる。
【００６５】
 以下に本発明に好適なマトリクス材料を例示するが、本発明で用いるマトリクス材料は
以下のものに限定されない。
【００６６】
 有機高分子としては、天然高分子や合成高分子が挙げられる。
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 無機高分子としては、ガラス、シリケート材料、チタネート材料などのセラミックスな
どが挙げられ、これらは例えばアルコラートの脱水縮合反応により形成されるものである
。
【００６７】
 天然高分子としては、再生セルロース系高分子が挙げられ、再生セルロース系高分子と
しては、例えばセロハン、トリアセチルセルロースなどが挙げられる。
【００６８】
 合成高分子としては、ビニル系樹脂、重縮合系樹脂、重付加系樹脂、付加縮合系樹脂、
開環重合系樹脂などが挙げられる。
【００６９】
 ビニル系樹脂としては、ポリオレフイン、塩化ビニル系樹脂、酢酸ビニル系樹脂、フッ
素樹脂、（メタ）アクリル系樹脂などの汎用樹脂や、ビニル重合によって得られるエンジ
ニアリングプラスチック、スーパーエンジニアリングプラスチックなどが挙げられる。こ
れらのビニル系樹脂は、各樹脂内において構成される各単量体の単独重合体や共重合体で
あってもよい。
【００７０】
 ポリオレフインとしては、エチレン、プロピレン、スチレン、ブタジェン、ブテン、イ
ソプレン、クロロプレン、イソプチレン、イソプレンなどの単独重合体または共重合体、
あるいは、ノルポルネン骨格を有する環状ポリオレフインなどが挙げられる。
【００７１】
 塩化ビニル系樹脂としては、塩化ビニル、塩化ビニリデンなどの単独重合体または共重
合体が挙げられる。
【００７２】
 酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニル、ポリ酢酸
ビニルの加水分解体であるポリビニルアルコール、酢酸ビニルに、ホルムアルデヒドやｎ
－ブチルアルデヒドを反応させたポリビニルアセタール、ポリビニルアルコールやプチル
アルデヒドなどを反応させたポリビニルブチラールなどが挙げられる。
【００７３】
 フッ素樹脂としては、テトラクロロエチレン、ヘキサフロロプロピレン、クロロトリフ
ロロエチレン、フッ化ビリニデン、フッ化ビニル、ペルフルオロアルキルビニルエーテル
などの単独重合体または共重合体が挙げられる。
【００７４】
 （メタ）アクリル系樹脂としては、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリロニトリル、
（メタ）アクリル酸エステル、（メタ）アクリルアミド類などの単独重合体または共重合
体が挙げられる。「（メタ）アクリル」とは、「アクリルまたはメタクリルのいずれか一
方」あるいは「アクリルおよびメタクリルの両方」を意味する。
【００７５】
 （メタ）アクリル酸としては、アクリル酸またはメタクリル酸が挙げられる。
 （メタ）アクリロニトリルとしては、アクリロニトリルまたはメタクリロニトリルが挙
げられる。
 （メタ）アクリル酸エステルとしては、（メタ）アクリル酸アルキルエステル、シクロ
アルキル基を有する（メタ）アクリル酸系単量体、（メタ）アクリル酸アルコキシアルキ
ルエステルなどが挙げられる。
【００７６】
 （メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）
アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル
、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸ベンジル、（メタ）アクリル
酸ラウリル、（メタ）アクリル酸ステアリル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチルなど
が挙げられる。
【００７７】
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 シクロアルキル基を有する（メタ）アクリル酸系単量体としては、（メタ）アクリル酸
シクロへキシル、イソボルニル（メタ）アクリレートなどが挙げられる。
 （メタ）アクリル酸アルコキシアルキルエステルとしては、（メタ）アクリル酸２－メ
トキシエチル、（メタ）アクリル酸２－エトキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ブトキ
シエチルなどが挙げられる。
【００７８】
 （メタ）アクリルアミド類としては、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル（メタ）ア
クリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリル
アミド、Ｎ－ｔ－オクチル（メタ）アクリルアミドなどのＮ置換（メタ）アクリルアミド
などが挙げられる。
【００７９】
 重縮合系樹脂としては、アミド系樹脂やポリカーボネートなどが挙げられる。
【００８０】
 アミド系樹脂としては、６，６－ナイロン、６－ナイロン、１１－ナイロン、１２－ナ
イロン、４，６－ナイロン、６，１０－ナイロン、６，１２－ナイロンなどの脂肪族アミ
ド系樹脂や、フェニレンジアミンなどの芳香族ジアミンと塩化テレフタロイルや塩化イソ
フタロイルなどの芳香族ジカルボン酸またはその誘導体からなる芳香族ポリアミドなどで
あってもよい。
【００８１】
 ポリカーボネートとは、ビスフェノールＡやその誘導体であるビスフェノール類と、ホ
スゲンまたはフェニルジカーボネートとの反応物のことである。
【００８２】
 重付加系樹脂としては、エステル系樹脂、Ｕポリマー、液晶ポリマー、ポリエーテルケ
トン類、ポリエーテルエーテルケトン、不飽和ポリエステル、アルキド樹脂、ポリイミド
系樹脂、ポリスルホン、ポリフェニレンスルフィド、ポリエーテルスルホン、ウレタン樹
脂などが挙げられる。
【００８３】
 エステル系樹脂としては、芳香族ポリエステル、脂肪族ポリエステル、不飽和ポリエス
テルなどが挙げられる。
 芳香族ポリエステルとしては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－
ブタンジオールなどの後述するジオール類とテレフタル酸などの芳香族ジカルボン酸との
共重合体が挙げられる。
【００８４】
 脂肪族ポリエステルとしては、後述するジオール類とコハク酸、吉草酸などの脂肪族ジ
カルボン酸との共重合体や、グリコール酸や乳酸などのヒドロキシカルボン酸の単独重合
体または共重合体、後述するジオール類、上記の脂肪族ジカルボン酸および上記のヒドロ
キシカルボン酸の共重合体などが挙げられる。
 不飽和ポリエステルとしては、後述するジオール類、無水マレイン酸などの不飽和ジカ
ルボン酸、および、必要に応じてスチレンなどのビニル単量体との共重合体が挙げられる
。
【００８５】
 Uポリマーとしては、ビスフェノールＡやその誘導体であるビスフェノール類、テレフタ
ル酸およびイソフタル酸などからなる共重合体が挙げられる。
【００８６】
 液晶ポリマーはとしては、Ｐ－ヒドロキシ安息香酸と、テレフタル酸、Ｐ，Ｐ’－ジオ
キシジフェノール、Ｐ－ヒドロキシ－６－ナフトエ酸、ポリテレフタル酸エチレンなどと
の共重合体が挙げられる。
【００８７】
 ポリエーテルケトン類としては、４，４’－ジフルオロベンゾフェノンや４，４’－ジ
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ヒドロベンゾフェノンなどの単独重合体や共重合体が挙げられる。
【００８８】
 ポリエーテルエーテルケトンとしては、４，４’－ジフルオロベンゾフェノンとハイド
ロキノンなどとの共重合体が挙げられる。
【００８９】
 アルキド樹脂としては、ステアリン酸、パルチミン酸などの高級脂肪酸と無水フタル酸
などの二塩基酸、および、グリセリンなどのポリオールなどからなる共重合体が挙げられ
る。
【００９０】
 ポリイミド系樹脂としては、無水ポリメリト酸や４，４’－ジアミノジフェニルエーテ
ルなどの共重合体であるピロメリト酸型ポリイミド、無水塩化トリメリト酸やｐ－フェニ
レンジアミンなどの芳香族ジアミンや、後述するジイソシアネート化合物などからなる共
重合体であるトリメリト酸型ポリイミド、ビフェニルテトラカルボン酸、４，４’－ジア
ミノジフェニルエーテル、Ｐ－フェニレンジアミンなどからなるビフェニル型ポリイミド
、ベンゾフェノンテトラカルボン酸や４，４’－ジアミノジフェニルエーテルなどからな
るベンゾフェノン型ポリイミド、ビスマレイイミドや４，４’－ジアミノジフェニルメタ
ンなどからなるビスマレイイミド型ポリイミドなどが挙げられる。
【００９１】
 ポリスルホンとしては、４，４’－ジクロロジフェニルスルホンやビスフェノールＡな
どの共重合体が挙げられる。
【００９２】
 ポリフェニレンスルフィドとしては、Ｐ－ジクロロベンゼンや硫化ナトリウムなどの共
重合体が挙げられる。
【００９３】
 ポリエーテルスルホンとしては、４－クロロ－４’－ヒドロキシジフェニルスルホンの
重合体が挙げられる。
【００９４】
 ウレタン樹脂としては、ジイソシアネート類とジオール類との共重合体が挙げられる。
 ジイソシアネート類としては、ジシクロへキシルメタンジイソシアネート、１，６－ヘ
キサメチレンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、１，３－シクロヘキシレ
ンジイソシアネート、１，４－シクロへキシレンジイソシアネート、２，４－トリレンジ
イソシアネート、２，６－トリレンジイソシアネート、４，４’－ジフェニルメタンジイ
ソシアネート、２，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート、２，２’－ジフェニルメ
タンジイソシアネートなどが挙げられる。
【００９５】
 ジオール類としては、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，３－プロパン
ジオール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオー
ル、３－メチル－１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、ネオペンチル
グリコール、ジエチレングリコール、トリメチレングリコール、トリエチレングリコール
、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコール、トリプロピレングリコール、シ
クロヘキサンジメタノールなどの比較的低分子量のジオールや、ポリエステルジオール、
ポリエーテルジオール、ポリカーボネートジオールなどが挙げられる。
【００９６】
 付加縮合系樹脂としては、フェノール樹脂、尿素樹脂、メラミン樹脂などが挙げられる
。
【００９７】
 フェノール樹脂としては、フェノール、クレゾール、レゾルシノール、フェニルフェノ
ール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦなどの単独重合体または共重合体が挙げられ
る。
【００９８】
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 尿素樹脂やメラミン樹脂としては、ホルムアルデヒドや尿素、メラミンなどの共重合体
が挙げられる。
【００９９】
 開環重合系樹脂としては、ポリアルキレンオキシド、ポリアセタール、エポキシ樹脂な
どが挙げられる。
 ポリアルキレンオキシドとしては、エチレンオキシド、プロピレンオキシドなどの単独
重合体または共重合体が挙げられる。
【０１００】
 ポリアセタールとしては、トリオキサン、ホルムアルデヒド、エチレンオキシドなどの
共重合体が挙げられる。
 エポキシ樹脂としては、エチレングリコールなどの多価アルコールとエピクロロヒドリ
ンとからなる脂肪族系エポキシ樹脂、ビスフェノールＡとエピクロロヒドリンとからなる
脂肪族系エポキシ樹脂などが挙げられる。
【０１０１】
 このようなマトリクス材料の中でも、特に、透明性に優れ、高耐久性の繊維強化複合材
料を形成する上では、非晶質かつガラス転移温度（Ｔｇ）の高い合成高分子が好ましい。
このようなマトリクス材料の非晶質の程度としては、結晶化度が１０％以下であることが
好ましく、５％以下であることが特に好ましい。また、マトリックス材料のガラス転移温
度は１１０℃以上であることが好ましく、１２０℃以上であることが特に好ましく、１３
０℃以上であることがとりわけ好ましい。
【０１０２】
 マトリックス材料の結晶化度が１０％を超えると、繊維強化複合材料の透明性に劣り、
マトリックス材料の結晶化度が高くなり過ぎると、繊維強化複合材料の可視光の透過率が
低下する。なお、結晶化度は、非晶質部と結晶質部の密度から結晶化度を算定する密度法
により求められる。
 マトリックス材料のガラス転移温度が１１０℃未満では、例えば、繊維強化複合材料が
沸騰水に接触した場合に変形するなど、透明部品、光学部品などとしての用途において、
耐久性に問題が発生する。なお、ガラス転移温度は示差走査熱量測定法（ＤＳＣ法）によ
る測定により求められる。
【０１０３】
 本発明において、マトリックス材料をなす好ましい透明なマトリクス樹脂としては、ア
クリル樹脂、メタクリル樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、フェノール樹脂、メラミン
樹脂、ノボラック樹脂、ユリア樹脂、グアナミン樹脂、アルキド樹脂、不飽和ポリエステ
ル樹脂、ビニルエステル樹脂、ジアリルフタレート樹脂、シリコーン樹脂、フラン樹脂、
ケトン樹脂、キシレン樹脂、熱硬化型ポリイミド、スチリルピリジン系樹脂、トリアジン
系樹脂などの熱硬化樹脂が挙げられ、これらの中でも特に透明性の高いアクリル樹脂、メ
タクリル樹脂が好ましい。
【０１０４】
 これらのマトリクス材料は、単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい。
【０１０５】
 次に、繊維強化複合材料の製造方法について説明する。
【０１０６】
 繊維強化複合材料を製造するには、上述のようなマトリクス材料を用いた含浸用液状物
を調製し、この含浸用液状物を上記の繊維に含浸させた後、この含浸用液状物を硬化させ
る。
【０１０７】
 含浸用液状物としては、流動状のマトリクス材料、流動状のマトリクス材料の原料、マ
トリクス材料を流動化させた流動化物、マトリクス材料の原料を流動化させた流動化物、
マトリクス材料の溶液、および、マトリクス材料の原料の溶液から選ばれる１種または２
種以上が用いられる。
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【０１０８】
 流動状のマトリクス材料としては、マトリクス材料そのものが流動状であるものなどが
挙げられる。
【０１０９】
 流動状のマトリクス材料の原料としては、例えば、プレポリマーやオリゴマーなどの重
合中間体などが挙げられる。
【０１１０】
 マトリクス材料を流動化させた流動化物としては、例えば、熱可塑性のマトリクス材料
を加熱溶融させた状態のものなどが挙げられる。
【０１１１】
 マトリクス材料の原料を流動化させた流動化物としては、例えば、プレポリマーやオリ
ゴマーなどの重合中間体が固形状の場合、これらを加熱溶融させた状態のものなどが挙げ
られる。
【０１１２】
 マトリクス材料の溶液やマトリクス材料の原料の溶液としては、マトリクス材料やマト
リクス材料の原料を溶媒などに溶解させた溶液が挙げられる。ここで用いられる溶媒は、
溶解対象のマトリクス材料やマトリクス材料の原料に応じて適宜決定されるが、後工程で
これを除去するに当たり、蒸発除去する場合、マトリクス材料やマトリクス材料の原料が
分解しない程度の温度以下の沸点を有するものが好ましい。
【０１１３】
 繊維強化複合材料を製造するには、上述のような含浸用液状物を、繊維の集合体、好ま
しくは上述のようなＢＣシートの単層体、または、ＢＣシートを複数枚（二枚以上）積層
した積層体に含浸させて、繊維間に含浸用液状物を十分に浸透させる。この含浸工程は、
その一部または全部を、圧を変化させた状態で行うのが好ましい。この圧を変化させる方
法としては、減圧雰囲気下または加圧雰囲気下で含浸工程を行う方法が挙げられる。減圧
雰囲気下または加圧雰囲気下で含浸工程を行うことにより、繊維間に存在する空気を上記
の含浸用液状物と置き換えることが容易となり、繊維間に気泡が残存するのを防止するこ
とができる。
【０１１４】
 減圧条件としては、雰囲気の圧力（気圧）を０．１３３ｋＰａ（１ｍｍＨｇ）～９３．
３ｋＰａ（７００ｍｍＨｇ）とすることが好ましい。雰囲気の圧力（気圧）が９３．３ｋ
Ｐａ（７００ｍｍＨｇ）を超えると、繊維間の空気の除去が不十分となり、繊維間に空気
が残存することがある。雰囲気の圧力（気圧）は０．１３３ｋＰａ（１ｍｍＨｇ）より低
くてもよいが、減圧設備が過大となりすぎる傾向がある。
【０１１５】
 減圧下における含浸工程の処理温度は、０℃以上が好ましく、１０℃以上がより好まし
い。この処理温度が０℃より低いと、繊維間の空気の除去が不十分となり、繊維間に空気
が残存することがある。さらに、処理温度の上限は、例えば含浸用液状物に溶媒を用いた
場合、その溶媒の沸点（減圧下での沸点）が好ましい。処理温度が溶媒の沸点を超えると
、溶媒の揮発が激しくなり、かえって、繊維間に気泡が残存しやすくなる傾向がある。
【０１１６】
 加圧条件としては、雰囲気の圧力（気圧）を１．１ＭＰａ～１０ＭＰａとすることが好
ましい。雰囲気の圧力（気圧）が１．１ＭＰａ未満では、繊維間の空気の除去が不十分と
なり、繊維間に空気が残存することがある。雰囲気の圧力（気圧）は１０ＭＰａを超えて
もよいが、加圧設備が過大となりすぎる傾向がある。
【０１１７】
 加圧下における含浸工程の処理温度は、０～３００℃が好ましく、１０～１００℃がよ
り好ましい。この処理温度が０℃未満では、繊維間の空気の除去が不十分となり、繊維間
に空気が残存することがある。一方、処理温度が３００℃を超えると、マトリクス材料が
変性するおそれがある。
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【０１１８】
　繊維に含浸させた含浸用液状物を硬化させるには、その含浸用液状物の硬化方法に従っ
て硬化させればよい。
　すなわち、含浸用液状物が流動状のマトリクス材料の場合は、架橋反応、鎖延長反応な
どによって硬化させる。
　含浸用液状物が流動状のマトリクス材料の原料の場合は、重合反応、架橋反応、鎖延長
反応などによって硬化させる。
【０１１９】
　含浸用液状物がマトリクス材料を流動化させた流動化物の場合は、冷却などによって硬
化させる。
　含浸用液状物がマトリクス材料の原料を流動化させた流動化物の場合は、冷却などと、
重合反応、架橋反応、鎖延長反応などとの組合せによって硬化させる。
【０１２０】
　含浸用液状物がマトリクス材料の溶液の場合は、溶液中の溶媒の蒸発や風乾などによる
除去などによって硬化させる。
　含浸用液状物がマトリクス材料の原料の溶液の場合は、溶液中の溶媒の除去などと、重
合反応、架橋反応、鎖延長反応などとの組合せによって硬化させる。
　上記の蒸発除去には、常圧下における蒸発除去だけでなく、減圧下における蒸発除去も
含まれる。
【０１２１】
　このようにして得られる繊維強化複合材料は、５０μｍ厚換算における波長３５０ｎｍ
～２μｍの光線透過率が６０％以上、好ましくは６５％以上、より好ましくは７０％以上
、さらに好ましくは８０％以上、最も好ましくは９０％以上である。繊維強化複合材料の
５０μｍ厚換算における波長３５０ｎｍ～２μｍの光線透過率が６０％未満では、繊維強
化複合材料は半透明または不透明となり、本発明の目的を達成し得ず、自動車、電車、船
舶などの移動体の窓材料、ディスプレイ、住宅、建築物、各種光学部品など、透明性が要
求される用途への使用が困難となることがある。
【０１２２】
　繊維強化複合材料の線熱膨張係数は、０．０５×１０－５～５×１０－５Ｋ－１が好ま
しく、０．２×１０－５～２×１０－５Ｋ－１がより好ましく、０．３×１０－５～１×
１０－５Ｋ－１が特に好ましい。繊維強化複合材料の線熱膨張係数は０．０５×１０－５

Ｋ－１より小さくてもよいが、セルロース繊維などの線熱膨張係数を考慮すると、実現が
難しいことがある。一方、線熱膨張係数が５×１０－５Ｋ－１を超えると、繊維強化複合
材料に含まれる繊維による繊維補強効果が発現せず、ガラスや金属材料との線熱膨張係数
との違いから、雰囲気温度により、繊維強化複合材料を用いて形成された低熱膨張性光導
波路フィルムの結像性能や屈折率が劣化することがある。
【０１２３】
　繊維強化複合材料の曲げ強度は、３０ＭＰａ以上であることが好ましく、１００ＭＰａ
以上であることがより好ましい。繊維強化複合材料の曲げ強度が３０ＭＰａ未満では、十
分な強度が得られず、繊維強化複合材料を用いて形成された低熱膨張性光導波路フィルム
を力の加わる用途に適用することに影響を与えることがある。曲げ強度の上限は、通常、
６００ＭＰａ程度であるが、繊維の配向を調整するなどの改良手法により、１ＧＰａ、さ
らには１．５ＧＰａ程度の高い曲げ強度を実現することも期待される。
【０１２４】
　繊維強化複合材料の曲げ弾性率は、０．１ＧＰａ～１００ＧＰａであることが好ましく
、１ＧＰａ～４０ＧＰａであることがより好ましい。繊維強化複合材料の曲げ弾性率が０
．１ＧＰａ未満では、十分な強度が得られず、繊維強化複合材料を用いて形成された低熱
膨張性光導波路フィルムを力の加わる用途に適用することに影響を与えることがある。一
方、曲げ弾性率が１００ＧＰａを超えるものは実現が困難である。
【０１２５】
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　繊維強化複合材料の比重は、１．０～２．５であることが好ましい。より具体的には、
マトリクス材料としてガラスなどのシリケート化合物や、チタネート化合物、アルミナな
どの無機高分子以外の有機高分子や、無機高分子であっても多孔質材料を用いる場合には
、繊維強化複合材料の比重は、１．０～１．８が好ましく、１．２～１．５がより好まし
く、１．３～１．４がさらに好ましい。ガラス以外のマトリクス材料の比重は、一般的に
１．６未満であり、かつ、セルロース繊維の比重が１．５程度であるので、繊維強化複合
材料の比重を１．０よりも小さくしようとすると、セルロース繊維などの含有率が低下し
、セルロース繊維などによる強度向上が不十分となる傾向がある。一方、比重が１．８を
超えると、得られる繊維強化複合材料の重量が大きくなり、ガラス繊維強化材料と比較し
て、軽量化を目的とする用途に使用することが不利となる。
【０１２６】
　また、マトリクス材料としてガラスなどのシリケート化合物や、チタネート化合物、ア
ルミナなどの無機高分子（多孔質材料を除く）を用いる場合には、繊維強化複合材料の比
重は、１．５～２．５が好ましく、１．８～２．２がより好ましい。ガラスの比重は、一
般的に２．５以上であり、かつ、セルロース繊維の比重が１．５程度であるので、繊維強
化複合材料の比重を２．５よりも大きくしようとすると、セルロース繊維などの含有率が
低下し、セルロース繊維などによる強度向上が不十分となる傾向がある。一方、比重が１
．５未満では、繊維間の空隙へのマトリックス材料の充填が不十分となるおそれがある。
【０１２７】
　本発明において、繊維強化複合材料の線熱膨張係数は、繊維強化複合材料を５０℃から
１５０℃に昇温させた際の線熱膨張係数であり、ＡＳＴＭ　Ｄ　６９６に規定されている
条件下で測定した値である。また、繊維強化複合材料の曲げ強度は、ＪＩＳ　Ｋ　７２０
３に規定されている方法に従って測定した値である。また、繊維強化複合材料の比重は、
２０℃において、単位体積当たりの質量を測定して密度を求め、水の密度（１．００４ｇ
／ｃｍ３（２０℃））とから換算して求めた値である。
【０１２８】
　このような繊維強化複合材料は、透明性などに優れ、さらに繊維とマトリクス材料との
複合化で様々な優れた機能性を有するため、低熱膨張性光導波路フィルムに好適に用いる
ことができる。
【０１２９】
　コア２Ａ，２Ｂを形成する材料としては、上述のマトリックス材料と同様のもので、使
用光波長における光透過性が高く、共重合やブレンドなどの手法により、屈折率が後述の
クラッド材料よりも使用光波長における比屈折率（Δ）で０．１～１５％程度高い値に調
製された材料が挙げられる。
【０１３０】
　クラッド３を形成する材料としては、上述のマトリックス材料と同様のものが挙げられ
る。
【０１３１】
　このような低熱膨張性光導波路フィルムは、光の出射または入射のために、必要に応じ
て、例えば図２（ａ）～図２（ｅ）に示すような切削加工あるいは、図２（ｆ）、図２（
ｇ）に示すグレーティングが施されて実装に供される。
　なお、図２（ａ）～図２（ｇ）において、符号１は透明基板、２はコア、３はクラッド
を示し、Ｌは光信号を示す。また、図２（ａ）～図２（ｇ）は、低熱膨張性光導波路フィ
ルムの光の進行方向に沿う概略断面であるが、この図において、光信号の進行方向を示す
ために、断面を示すハッチングは省略してある。
【０１３２】
　図２（ａ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｆは、低熱膨張性光導波路フィルム
の光の進行方向の先端に４５°の傾斜面１０ｆを形成することにより、光の進行方向を透
明基板１側（裏面側）へ９０°反射させるものである。
　この低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｆは、例えば、図１（ｃ）に示す低熱膨張性光導
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ングソーのブレード先端を斜めに加工した切削ブレードにより４５°の傾斜面１０ｆを形
成することにより得られる。
【０１３３】
　図２（ｂ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｇは、低熱膨張性光導波路フィルム
１０Ｆと同様の傾斜面１０ｇ（ただし傾斜角度θ°）を形成することにより、光の進行方
向を透明基板１側へ（１８０－２θ）°反射させるものである。
　この低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｇは、例えば、図１（ｃ）に示す低熱膨張性光導
波路フィルム１０Ｃの光の進行方向の先端に、上記の切削ブレードにより傾斜角度θ°の
傾斜面１０ｇを形成することにより得られる。
【０１３４】
　図２（ｃ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｈは、低熱膨張性光導波路フィルム
の中間部分にＶ字溝１０ｈを形成することにより、双方向からの光を透明基板１側へ反射
させるものである。
　この低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｇは、例えば、図１（ｃ）に示す低熱膨張性光導
波路フィルム１０Ｃの光の進行方向の中央部に、上記の切削ブレードによりＶ字溝１０ｈ
を形成することにより得られる。あるいは、低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｃのクラッ
ド３の上にレジスト膜を形成し、次いで、このレジスト膜にグレイマスク、もしくは、多
段階（複数回）の露光により低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｃの光の進行方向の中央部
にＶ字溝を形成し、反応性イオンエッチングなどのドライエッチング法により、低熱膨張
性光導波路フィルム１０Ｃの光の進行方向の中央部にＶ字溝１０ｈを形成することにより
得られる。
【０１３５】
　図２（ｄ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｉは、一方の内壁面が透明基板１の
板面に直交するＶ字溝１０ｉを形成することにより、光を透明基板１とは反射側（表面側
）へ反射させるものである。
　この低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｉは、例えば、図１（ｃ）に示す低熱膨張性光導
波路フィルム１０Ｃの光の進行方向の中央部に、上記の切削ブレードによりＶ字溝１０ｉ
を形成することにより得られる。
【０１３６】
　図２（ｅ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｊは、図１（ｅ）に示す両面積層構
造の低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｅに４５°の傾斜面１０ｊを形成することにより、
２つの光を９０°反射させるものである。
　この低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｊは、例えば、図１（ｅ）に示す低熱膨張性光導
波路フィルム１０Ｅの光の進行方向の先端に、上記の切削ブレードにより４５°の傾斜面
１０ｊを形成することにより得られる。
【０１３７】
　図２（ｆ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｋは、コア２（あるいはその近傍の
クラッド部分）に屈折率が周期的に変化するグレーティング部分２ａを形成したものであ
る。
　図２（ｇ）に示す低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｌは、コア２の表面に周期的な凹凸
のグレーティング部分２ｂを形成したものである。これらの低熱膨張性光導波路フィルム
１０Ｋおよび低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｌは、コア２の実効屈折率をＮ、放射され
る側の媒体の屈折率をｎ、コア２の伝播光の波数をｋ、グレーティングの周期をΛ、ｑを
整数（０、±０、±１、±２、±３、・・・）としたときに、下記の式（１）を満たす整
数ｑがある場合には、下記の式（２）で表される角度θに光入出力されるものである。
【０１３８】
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【数１】

【０１３９】
【数２】

【０１４０】
　このような本発明の低熱膨張性光導波路フィルムは、上述の繊維強化複合材料からなる
透明基板を基板として用いることにより、その低熱膨張性（線熱膨張係数が０．０５×１
０－５～５×１０－５Ｋ－１）と高光透過性（５０μｍ厚換算における波長３５０ｎｍ～
２μｍの光線透過率が６０％以上）に基づいて、低熱膨張性光導波路フィルムの実装時に
、次のような優れた効果が奏される。
【０１４１】
　透明基板の優れた光透過性により、上述の図２（ａ）～図２（ｃ）などの手法によって
コア２内の光を、透明基板１を透過させ、取り出し、あるいは反対に透明基板１を透過さ
せた光をコア２に入射させる際、透明基板１内に高い光透過率で光を透過させることがで
き、透明基板１を透過することによる光量の減衰を抑えることができる。
【０１４２】
　透明基板の低熱膨張性により、透明基板１の面方向の熱膨張を抑制することができ、温
度変化に伴う光結合位置の位置ずれを防止して、光信号を確実に送受信することができる
ようになる。
【０１４３】
　図２（ａ）に示すような傾斜面１０ｆを設けたテーパ型低熱膨張性光導波路フィルム１
０Ｆを、図３（ａ）に示すように、送信部となるＬＤ（Ｌａｓｅｒ　Ｄｉｏｄｅ）モジュ
ールや、受信部となるＰＤ（Ｐｈｏｔｏ　Ｄｉｏｄｅ）モジュールが設けられた実装基板
２０に取り付けて光を送受信する場合、温度変化による熱膨張により低熱膨張性光導波路
フィルム１０Ｆの透明基板１が面方向に伸び、傾斜面１０ｆの位置が、図３（ａ）の破線
で示す位置となることがある。このように傾斜面１０ｆの位置がずれると、コア２を通過
して傾斜面１０ｆで反射した光がＰＤに入射しないばかりでなく、ＬＤから発せられた光
が傾斜面１０ｆで反射してコア２に入射しなくなる。
【０１４４】
　同様に、図２（ｇ）に示すようなコア２の表面に周期的な凹凸のグレーティング部分２
ｂを形成したグレーティング型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｌを、図３（ｂ）に示す
ように、送信部となるＬＤ（Ｌａｓｅｒ　Ｄｉｏｄｅ）モジュールや、受信部となるＰＤ
（Ｐｈｏｔｏ　Ｄｉｏｄｅ）モジュールが設けられた実装基板２０に取り付けて光を送受
信する場合、温度変化による熱膨張により低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｌの透明基板
１が面方向に伸び、低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｌの実装基板２０に固定されていな
い側の端面の位置が図３（ｂ）の破線で示す位置となり、グレーティング部分２ｂの位置
がずれることがある。このようにグレーティング部分２ｂの位置がずれると、コア２を通
過してグレーティング部分２ｂで出射した光がＰＤに入射しないばかりでなく、ＬＤから
発せられた光がグレーティング部分２ｂで反射してコア２に入射しなくなる。
【０１４５】
　このような低熱膨張性光導波路フィルムの透明基板の熱膨張による位置ずれは、シリコ
ン製基板、石英ガラス製基板などでは問題にならなかった。しかし、プラスチック製基板
では、熱膨張率の小さいものが提供されておらず、このことが、プラスチック製基板は、
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軽量かつ安価で、耐衝撃性、加工性に優れるなどの様々な利点を有するにもかかわらず、
低熱膨張性光導波路フィルムの透明基板としての実用化が難しいとされていた原因となっ
ていた。
【０１４６】
　これに対して、本発明によれば、低熱膨張性の繊維強化複合材料を低熱膨張性光導波路
フィルムの透明基板材料として用いることにより、透明基板として樹脂系材料を用いた上
で、実装時の光結合位置の位置ずれの問題のない低熱膨張性光導波路フィルムを提供する
ことができる。
【０１４７】
　次に、本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法について説明する。
　本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法としては、ドライエッチング法、直接
露光法、型押し法の３つの方法が挙げられる。
【０１４８】
　ドライエッチング法は、フォトリソグラフィと、反応性イオンエッチング（Ｒｅａｃｔ
ｉｖｅ　Ｉｏｎ　Ｅｔｃｈｉｎｇ；ＲＩＥ）とを用いてコアの形状加工を行う方法である
。
【０１４９】
　図４を参照して、ドライエッチング法について説明する。
　まず、図４（ａ）に示すように、下部クラッド層をなす透明基板１の一方の面１ａに、
紫外線硬化型樹脂を塗布した後、この紫外線硬化型樹脂を硬化させてコア層２Ｃを形成す
る。
【０１５０】
　次いで、図４（ｂ）に示すように、コア層２Ｃの上にスピンコート法によりレジストを
塗布した後、露光、現像して、所定のコアの形状をなすレジストマスク４を形成する。
【０１５１】
　次いで、図４（ｃ）に示すように、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ）により、コア層
２Ｃを所定の形状に加工する。
【０１５２】
　次いで、図４（ｄ）に示すように、レジストマスク４を除去すると、透明基板１の一方
の面１ａに、所定の形状のコア層２Ｃが形成されたリッジ型低熱膨張性光導波路フィルム
１０Ｍが得られる。
【０１５３】
　さらに、図４（ｅ）に示すように、低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｍのコア層２Ｃを
覆うように上述のマトリックス材料と同様の材料からなるクラッド（上部クラッド層）３
を形成すれば、埋め込み型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｎが得られる。
【０１５４】
　直接露光法は、透明基板の上に、コアを形成する紫外線硬化型樹脂を塗布した後、フォ
トマスクを透過した紫外光を直接利用して、紫外線硬化型樹脂を硬化させ、未硬化の紫外
線硬化型樹脂を溶媒などにより除去することにより、コアの形状加工を行う方法である。
【０１５５】
　図５を参照して、直接露光法について説明する。
　まず、図５（ａ）に示すように、下部クラッド層をなす透明基板１の一方の面１ａに、
スピンコート法によりコアを形成する紫外線硬化型樹脂５を塗布する。
【０１５６】
　次いで、図５（ｂ）に示すように、紫外線硬化型樹脂５の上に、透明基板１と対向する
ようにフォトマスク６を配置し、このフォトマスク６を介して紫外線硬化型樹脂５に紫外
光を照射する。
【０１５７】
　次いで、図５（ｃ）に示すように、アセトン、エタノールなどの有機溶媒などにより洗
浄して、未硬化の紫外線硬化型樹脂の部分を除去すると、透明基板１の一方の面１ａに、
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所定の形状のコア２Ｄが形成されたリッジ型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｐが得られ
る。
【０１５８】
　さらに、図５（ｄ）に示すように、低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｑのコア２Ｄを覆
うように上述のマトリックス材料と同様の材料からなるクラッド（上部クラッド層）３を
形成すれば、埋め込み型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｑが得られる。
【０１５９】
　型押し法は、金属などの十分な強度を有する任意の材質によって形成された型を利用し
て、透明基板にコアの形状加工を行う方法である。
【０１６０】
　図６を参照して、型押し法について説明する。
　まず、図６（ａ）あるいは図６（ｂ）に示すように、下部クラッド層をなす透明基板１
に、所定のコアの形状をなす凹部を形成する。
【０１６１】
　図６（ａ）に示す方法では、透明基板１を塑性変形可能な樹脂で形成し、この透明基板
１の一方の面１ａと対向するように、加熱・加圧可能、かつ、所定のコアの形状をなす凸
部７ａが設けられた型７を配置する。次いで、この型７により透明基板１を加熱・加圧し
、凸部７ａを透明基板１の一方の面１ａに密着させ、透明基板１を塑性変形させて、図６
（ｃ）に示すように、透明基板１に所定のコアの形状をなす凹部１ｃを形成する。
【０１６２】
　一方、図６（ｂ）に示す方法では、透明基板１の一方の面と対向するように、型７を配
置する。次いで、透明基板１と型７との間隙に紫外線硬化型樹脂または熱硬化性樹脂を充
填する。次いで、紫外線硬化型樹脂を充填した場合には、透明基板１の型７と対向してい
る面とは反対の面から紫外光を照射して、紫外線硬化型樹脂を硬化させ、図６（ｃ）に示
すように、透明基板１に所定のコアの形状をなす凹部１ｃを形成する。また、熱硬化性樹
脂を充填した場合には、型７を加熱して、熱硬化性樹脂を硬化させ、図６（ｃ）に示すよ
うに、透明基板１に所定のコアの形状をなす凹部１ｃを形成する。
【０１６３】
　次いで、図６（ｄ）に示すように、透明基板１の凹部１ｃにコアを形成する紫外線硬化
型樹脂を充填し、この紫外線硬化型樹脂に紫外光を照射して硬化させると、所定の形状の
コア２Ｅが形成されたリッジ型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｒが得られる。
【０１６４】
　さらに、図６（ｅ）に示すように、低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｒのコア２Ｅを覆
うように上述のマトリックス材料と同様の材料からなるクラッド（上部クラッド層）３を
形成すれば、埋め込み型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｓが得られる。
【０１６５】
　また、上述の型押し法では、セルロース繊維などの繊維を含むマトリックス材料が硬化
してなる繊維強化複合材料からなる透明基板を用いて、低熱膨張性光導波路フィルムを製
造する方法を示したが、本発明で用いられる型押し法では、以下のようにして低熱膨張性
光導波路フィルムを製造することもできる。
【０１６６】
　図７を参照して、型押し法の他の例について説明する。
　まず、図７（ａ）に示すように、未硬化の紫外線硬化型樹脂からなるマトリックス材料
８がセルロース９に含浸されてなるセルロースシート１１を複数枚積層し、所定のコアの
形状をなす凸部７ａが設けられた型７と、ガラス板１２との間に配置する。
【０１６７】
　次いで、図７（ｂ）に示すように、積層されたセルロースシート１１を型７とガラス板
１２で挟み込むとともに、ガラス板１２の型７と対向している面とは反対の面から紫外光
を照射して、紫外線硬化型樹脂からなるマトリックス材料８を硬化させる。
【０１６８】
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　マトリックス材料８を硬化させた後、図６（ｃ）に示すように、型７およびガラス板１
２を取り外すと、所定のコアの形状をなす凹部１ｃが形成され、マトリックス材料８とセ
ルロース９とからなる透明基板（下部クラッド層）１が得られる。
【０１６９】
　以下、上述の型押し法と同様にして、リッジ型低熱膨張性光導波路フィルムまたは埋め
込み型低熱膨張性光導波路フィルムを製造することができる。
【０１７０】
　なお、ここでは、透明基板１を下部クラッド層とした低熱膨張性光導波路フィルムを例
示したが、本発明はこれに限定されない。本発明では、透明基板の一方の面に、上述のマ
トリックス材料と同様の材料からなる下部クラッド層を形成した後、この下部クラッド層
の上にコアを形成してもよい。
【０１７１】
　また、本発明では、低熱膨張性光導波路フィルムに、図２（ｆ）または図２（ｇ）に示
すようなグレーティング部を形成する場合には、上述のドライエッチング法、直接露光法
、型押し法以外にも、以下のようにして低熱膨張性光導波路フィルムを製造することもで
きる。
【０１７２】
　図８を参照して、図２（ｆ）に示すような、コア２（あるいはその近傍のクラッド部分
）に屈折率が周期的に変化するグレーティング部分２ａを形成した低熱膨張性光導波路フ
ィルム１０Ｋの製造方法について説明する。
　まず、図８（ａ）に示すように、下部クラッド層をなす透明基板１の一方の面１ａに、
紫外線硬化型樹脂を塗布した後、この紫外線硬化型樹脂を硬化させてコア２を形成する。
【０１７３】
　次いで、図８（ｂ）に示すように、コア２の上にスピンコート法によりレジストを塗布
した後、露光、現像して、所定の間隔の格子形状をなすレジストパターン１３を形成する
。
【０１７４】
　次いで、図８（ｃ）に示すように、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ）により、コア２
に所定の間隔の格子形状をなす複数の凹状のグレーティング部分２ａを形成する。
【０１７５】
　次いで、図８（ｄ）に示すように、レジストパターン１３を除去し、さらに、図８（ｅ
）に示すように、コア２を覆うように上述のマトリックス材料と同様の材料からなるクラ
ッド（上部クラッド層）３を形成すれば、埋め込み型低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｋ
が得られる。
【０１７６】
　次に、図９を参照して、図２（ｇ）に示すような、コア２の表面に周期的な凹凸のグレ
ーティング部分２ｂを形成した低熱膨張性光導波路フィルム１０Ｌの製造方法について説
明する。
　まず、図９（ａ）に示すように、下部クラッド層をなす透明基板１の一方の面１ａに、
紫外線硬化型樹脂を塗布した後、この紫外線硬化型樹脂を硬化させてコア２を形成する。
【０１７７】
　次いで、図９（ｂ）に示すように、コア２の上にスピンコート法によりレジストを塗布
した後、露光、現像して、所定の間隔の格子形状をなすレジストパターン１３を形成する
。
【０１７８】
　次いで、図９（ｃ）に示すように、反応性イオンエッチング（ＲＩＥ）を行った後、レ
ジストパターン１３を除去することにより、コア２に所定の間隔の格子形状をなす複数の
凹凸状のグレーティング部分２ｂを形成する。
【０１７９】
　次いで、図９（ｄ）に示すように、コア２を覆うように上述のマトリックス材料と同様
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の材料からなるクラッド（上部クラッド層）３を形成すれば、埋め込み型低熱膨張性光導
波路フィルム１０Ｌが得られる。
【実施例】
【０１８０】
　以下に、実施例を挙げて本発明をさらに具体的に説明するが、本発明はその要旨を超え
ない限り、以下の実施例により限定されるものではない。
【０１８１】
　（実施例）
　「低熱膨張性光導波路フィルムの作製」
　アクリル樹脂を含浸させたセルロースフィルムを、所定の間隔で、所定のコア形状をな
す凸部が設けられた金型上に三枚重ねてガラス基板により押圧成形し、紫外（ＵＶ）光を
照射して、反応硬化させ、１１０℃にて２０分間、乾燥窒素雰囲気中、イナートオーブン
で加熱、ポストキュアすることにより、表面に光導波路のコア形状の凹部が形成された板
状フィルム（下部クラッド層）を得た。アクリル樹脂としては、ＴＣＤＤＭＡ（希釈なし
、紫外線硬化タイプ、ガラス転移温度（Ｔｇ）＝２７０℃、屈折率（ｎＤ）＝１．５３１
、三菱化学社製）を使用した。
　次いで、この板状フィルムの上に、スピンコート法によりコア材料となるエポキシ樹脂
を塗布し、紫外（ＵＶ）光を照射して反応硬化させ、１１０℃にて２０分間、乾燥窒素雰
囲気中、イナートオーブンで加熱することにより、コア層を形成した。このエポキシ樹脂
としては、Ｃ２８３９（紫外線硬化タイプ、屈折率（ｎＤ）＝１．５４７（クラッドとの
比屈折率差（Δ）：約１．０％）、ＮＴＴアドバンステクノロジ社製）を使用した。
　次いで、上記コア層および板状フィルムの表面に、スピンコート法により、上記のアク
リル樹脂（ＴＣＤＤＭＡ）を塗布し、上記下部クラッド層およびコア層と同様に、紫外光
を照射して硬化、ポストキュアすることにより、上部クラッド層を形成し、埋め込み型の
低熱膨張性光導波路フィルムを得た。
【０１８２】
　「評価」
　以上により得られた実施例の低熱膨張性光導波路フィルムの断面観察、線熱膨張係数、
挿入損失の各評価項目について、次の方法を用いて評価した。
（１）断面観察
　得られた低熱膨張性光導波路フィルムの断面形状を評価し、６７μｍ×５３μｍの方形
状の埋め込み型の光導波路が作製出来ていることを確認できた。低熱膨張性光導波路フィ
ルムの断面写真を図１０（ａ）に、低熱膨張性光導波路フィルムのコア部分の拡大写真を
図１０（ｂ）に示す。
【０１８３】
（２）線熱膨張係数
　ＡＳＴＭ　Ｄ　６９６に規定されている測定方法に準拠して、低熱膨張性光導波路フィ
ルムの線熱膨張係数を測定した。
　使用装置：ＴＭＡ／ＳＳ６１００、セイコーインスツルメンツ社製
　測定温度範囲：室温（２５℃）～１６０℃
　昇温速度：５℃／ｍｉｎ
　雰囲気：Ｎ２中
　荷重：３ｇ
　試料形状：４ｍｍ×２５ｍｍのフィルム
　試料長：１５ｍｍ
　測定回数：3回
　結果を図１１に示す。
【０１８４】
（３）挿入損失
　光源と入射ファイバ間にモードスクランブラを介して得られた低熱膨張性光導波路フィ
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ルムに光を入射させ、この低熱膨張性光導波路フィルムから出射される光をコア径２００
μｍのファイバで受光して、光の挿入損失を測定した。
　光源（光波長６３２．８ｎｍ光源）：ＬＤ　ＬＩＧＨＴ　ＳＯＵＲＣＥ　ＫＬＨＳ－６
３５、Ｋｅｔｔｅ社製
　光源（光波長８５７．３ｎｍ光源）：ＨＰ－８１５５１ＭＭ　ＬＩＧＨＴＷＡＶＥ　Ｍ
ＵＬＴＩＭＥＴＥＲ　８１５３Ａ、ＨＥＷＬＥＴＴ　ＰＡＣＫＡＲＤ社製
　光パワーメータ：ＨＰ－８１５３０Ａ　ＬＩＧＨＴＷＡＶＥ　ＭＵＬＴＩＭＥＴＥＲ　
８１５３Ａ、ＨＥＷＬＥＴＴ　ＰＡＣＫＡＲＤ社製
　入射ファイバ：コア径５０μｍのＧＩファイバ
　受光ファイバ：コア径２００μｍのＰＣＦファイバ
　試料長：３２．０ｍｍ
　また、波長０．８５μｍの光を入射した場合に、低熱膨張性光導波路フィルムから光が
出射される様子を撮影した写真を図１２に示す。
【０１８５】
　図１０の写真から、上述のように作製した実施例の低熱膨張性光導波路フィルムは、下
部クラッド層、コア層、上部クラッド層が形成されていることが確認できた。
　また、図１１の結果から、実施例の低熱膨張性光導波路フィルムは、線熱膨張係数が２
５℃～１６０℃において、約２０ｐｐｍ［１／℃］であることが確認できた。
　また、実施例の低熱膨張性光導波路フィルムは、試料長３２．０ｍｍにおいて、光波長
６３２．８ｎｍにて光の挿入損失６．４ｄＢ、光波長８５７．３ｎｍにて光の挿入損失５
．１ｄＢであった。なお、ここでは、光の挿入損失には、光導波路フィルム端部での光の
結合損失が含まれている。
　さらに、図１２の写真から、実施例の低熱膨張性光導波路フィルムは、波長０．８５μ
ｍの光を入射した場合に、光がコア内に閉じこめられ、光導波路を光伝播していることが
確認された。
【産業上の利用可能性】
【０１８６】
　　　 本発明の低熱膨張性光導波路フィルムは、上記のような光信号回路基板以外にも
、例えばディスプレイのバックライトの導光板や照明用導光シート、ディスプレイなどの
表示装置、ＣＤやＤＶＤなどの記録媒体の信号読み取り用ピックアップヘッドやイメージ
スキャナーのヘッドなどにも適用できる。
【図面の簡単な説明】
【０１８７】
【図１】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの実施の形態を示す概略断面（光の進行方
向に直交する断面）図である。
【図２】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの光反射構造の例を示す図である。
【図３】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの実装形態を示す説明図である。
【図４】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法であるドライエッチング法を示
す概略断面図である。
【図５】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法である直接露光法を示す概略断
面図である。
【図６】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法である型押し法を示す概略断面
図である。
【図７】本発明の低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法である型押し法の他の例を示す
概略断面図である。
【図８】本発明のグレーティング部を有する低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法の一
例を示す概略断面図である。
【図９】本発明のグレーティング部を有する低熱膨張性光導波路フィルムの製造方法の他
の例を示す概略断面図である。
【図１０】実施例で得られた低熱膨張性光導波路フィルムの光の進行方向に直交する断面
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の写真である。
【図１１】実施例で得られた低熱膨張性光導波路フィルムの線熱膨張係数を測定した結果
を示すグラフである。
【図１２】実施例で得られた低熱膨張性光導波路フィルムに波長０．８５μｍの光を入射
した場合に、この低熱膨張性光導波路フィルムから光が出射される様子を撮影した写真で
ある。
【符号の説明】
【０１８８】
１・・・透明基板、２，２Ａ，２Ｂ，２Ｃ，２Ｄ，２Ｅ・・・コア、３・・・クラッド、
４・・・レジストマスク、５・・・紫外線硬化型樹脂、６・・・フォトマスク、７・・・
型、８・・・マトリックス材料、９・・・セルロース、１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃ，１０Ｄ
，１０Ｅ，１０Ｆ，１０Ｇ，１０Ｈ，１０Ｉ，１０Ｊ，１０Ｋ，１０Ｌ，１０Ｍ，１０Ｎ
，１０Ｐ，１０Ｑ，１０Ｒ，１０Ｓ・・・低熱膨張性光導波路フィルム、１１・・・セル
ロースシート、１２・・・ガラス板、１３・・・レジストパターン。

【図１】 【図２】
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(28) JP 4743749 B2 2011.8.10

【図１１】

【図１２】



(29) JP 4743749 B2 2011.8.10

10

20

30

40

50

フロントページの続き

(74)代理人  100108453
            弁理士　村山　靖彦
(72)発明者  小勝負　信建
            東京都千代田区大手町二丁目３番１号　日本電信電話株式会社内
(72)発明者  松浦　徹
            東京都千代田区大手町二丁目３番１号　日本電信電話株式会社内
(72)発明者  栗原　隆
            東京都千代田区大手町二丁目３番１号　日本電信電話株式会社内
(72)発明者  丸野　透
            東京都千代田区大手町二丁目３番１号　日本電信電話株式会社内
(72)発明者  矢野　浩之
            京都府宇治市五ケ庄　京都大学生存圏研究所内
(72)発明者  能木　雅也
            京都府京都市左京区吉田本町　京都大学国際融合創造センター内

    審査官  和田　将彦

(56)参考文献  特表平１１－５１３４２５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－３２２７３８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０４－００１７０５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１９５００１（ＪＰ，Ａ）　　　
              独国特許出願公開第１００６４３９６（ＤＥ，Ａ１）　　
              特開２００１－０６２９５２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特表平０９－５０９６９４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６３－１９９２０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６２－０３６４６７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－１９１２２９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６３－３０９５２９（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０００－３５１８５５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平０９－２２１５０１（ＪＰ，Ａ）　　　
              矢野浩之、杉山淳司、A.N.Nakagaito、能木雅也、松浦徹、疋田真、半田敬信，バクテリアナノ
              ファイバーネットワークで補強した透明・低熱膨張・フレキシブルフィルム，セルロース学会第
              １１回年次大会講演要旨集，日本，セルロース学会第１１回年次大会運営委員会，２００４年　
              ７月　１日，第１頁－第２頁
              矢野浩之、杉山淳司、A.N.Nakagaito、能木雅也、松浦徹、疋田真、半田敬信，バクテリアナノ
              ファイバーネットワークで補強した透明・低熱膨張・フレキシブルフィルム，第４８回日本学術
              会議材料研究連合講演会講演論文集，２００４年１０月２０日，第９２頁－第９３頁
              矢野浩之、中原進、A.N.Nakagaito，フィブリル化植物繊維複合材料，セルロース学会第９回年
              次大会講演予稿集，日本，セルロース学会第９回年次大会運営委員会，２００２年　６月２５日
              ，第７頁－第８頁
              矢野浩之，ミクロフィブリル化繊維成型材料，セルロース学会第８回ミクロシンポジウム「セル
              ロースの成型加工－イノベーションの兆しを求めて－」，日本，２００３年　１月２４日，第３
              ７頁－第４３頁
              矢野浩之、Antonio Norio Nakagaito、Lisman Suryanegara，バクテリアセルロールを用いた高
              強度成型材料の製造，第５３回日本木材学会大会研究発表要旨集，日本，２００３年　３月２２
              日，第２７０頁Ｊ２２１６４５

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)



(30) JP 4743749 B2 2011.8.10

              Ｇ０２Ｂ　　　６／１２　－　６／１４
              Ｃ０８Ｊ　　　５／０４　－　５／１０，５／２４
              Ｂ２９Ｂ　　１１／１６
              Ｂ２９Ｂ　　１５／０８　－　１５／１４　　　
              ＪＳＴＰｌｕｓ／ＪＭＥＤＰｌｕｓ／ＪＳＴ７５８０（ＪＤｒｅａｍＩＩ）
              ＣｉＮｉｉ
              　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

